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はじめに

(1)現 代都市経営をめぐる論点

本稿 は,経 済グローバル化の時代の都市経

営 を論 じる。都市社 会主義 を嗜矢とす る古典

的な都市経営論が 目指 したのは,大 都市にお

ける公益事業の拡大を通 じて,産 業の近代化

を通 じた国際的な競争力の強化 と,生 活環境

や教育制度の改善を通 じた市民 の力量の向上

との,相 互の好循環 を作 り出す ことであった。

本稿 では これを踏 まえて都市/地 域経営の概

念を,地 域社会の生活環境の向上 を目指す政

策 と,地 域経済の発展 を促進する政策 との,

両者 を接合する地域 レベルでの政策として捉

える。経済グローバ ル化が進む中での地域の

変化 を念頭に置 くならば,現 代都市経営 を論

じる意義は次の点にある。

第一に,経 済のグローバル化は,国 レベル

の経済活動の完結性 を希薄にする一方で,地

域の経済がグローバルな経済活動の直接的な

影響下 に置かれる状態 を招 くことである。こ

れ らは福祉 と経済 との両立を目指す政策 と政

府 システムを考える上での,都 市経営 とい う

視点の重要性 を高めてい る。

第二 に,都 市政策 と地域経済 との相互 関係,

もしくは都市政策が地域経済 に与 える影響力

の範囲が限定 され ることであ り,企 業のグロ
ーバルなレベルでの経営戦略 を前提 した上で

考 え られる地域経済/産 業戦略の,ス タイル

と有効性の再検討が求 められることである。

経済 グローバ ル化の中で,経 済活動が展開

される場 としての都市 と地域その もの を焦点

とした政策展開については,世 界都市(グ ロ
ーバルシティー)論 や創造都市論 を始め とし

た論点が展 開されているが'),産 業立地の条

件 としての都市環境 に集中した観があ り,本

稿が定義す る意味での都市経営そのものに焦

点を当てた議論は少ない と言える。他方,ス

ウェー デ ン地方 自治 について の 日本 の研究

は,ス ウェーデ ンでの地方政府改革の焦点に

なっているリー ジョン政府の新規設置につい

て,中 央政府 レベルでの改革動向に焦点 を当

てたものがあるが,地 域 レベルでの政治的 ・

経済的な変化 を直接の分析対象 とした ものは

見 られない。 またスウェーデ ン国内でも政治

学 の視 点か らの論考が 中心 となってい るた

め,自 治体の運営 を地域経済や地方財政に焦

点 を当てて論 じる視点 は見 られない2}。 その

意味で本稿の独 自性 は,福 祉国家 にお ける経

済 グローバル化の中で の都市 経営 の到達点

を,日 本の地方財政学の方法論を用いて総括

することにある。

(2)イ エテボリの特徴 と本研究の意義

本稿は,ス ウェーデ ン第二の都市であるイ

エテボリの,都 市政策の分析 を通 じて,経 済

グローバル化が進む中での都市経営の方向を

検証する。現代都市経営の方向を検証す る上

で,イ エテボリに焦点を当てることの意義は

次の点にある。
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第一に,北 欧福祉 国家 の代 表的な位置にあ

るスウェーデ ンでの分権改 革 の方向 を,その

背景 にある経済 グローバル化 の影響 を踏まえ

て検 証す る こ とは,福 祉 国家 の改 革課題 とそ

の方向を探 る上で重要 な意味 を持つ ことであ

る。 この点 で イエ テ ボ リの分析 は,分権 改革

の背景 と課題 を下か らもしくは現場サイ ドか

ら検 証す る役割 を持つ といえる。

第二に,イ エテボ リが,ス ウェーデ ン南部

のス コーネ地方 と並 んで1990年 代末か ら始

め られたリー ジ ョン政府実験 の対象地域(ウ

ェス トラ ・ヨー タラン ドリージ ョン)の,中

心都 市であ ること。その意味 でイエテボリの

都市 政策の検証 は,実 施が 予定 されている広

域政府改革の課題 と方 向を検討す るに当た っ

て重要な意味を持つ。

第三に,イ エテボ リは歴 史的にも,諸 外国

の都 市 との相互関係 を通 じて発展 した都市 と

い う特徴 を持つ こ とで ある。 同時 に1990年

代以降には,外 資系 企業 の立地 の増加が進ん

でお り,こ れ に平行 して移民 とりわけ難i民の

転入 を通 じたセグ リゲー ションの拡大が,都

市問題の焦点 に成 りつ つある。こうした点で

イエテボ リは,経 済グローバ ル化の影響が地

域経済 と地域社 会に直接 的な影響 を与えてい

る典型例 とも言 える都 市である。

本稿では以上の内で,最 後 に掲げたイエテボ

リの都 市政策 に焦点を当てた検討 を進める3)。

イエテボ リの都 市政策では,雇 用の保 障とい

う政策 目標が,生 活環境 の向上を目指す政策

と,地 域経済の発展 を促進す る政策 との両者

を接合す る位置にある。その意味で本稿では

イエテボ リの都 市経営 の特徴 を,グ ローバル

化時代の雇用保 障型都 市政 策 として捉 える。

その特徴 は,予 め概括 するな らば次の通 りで

ある。

第一に,産 業 戦略である。主要産業であ る

造船業の壊滅等 を経験 したイエテボ リでの,

産業 政策 の 目標 は,多 様 な業種 で構成 され る

産業集積の形成 に置かれている。このため に,

イエテボリのブ ラン ドイメージ とイ ンフラの

整備 を通 じて内外か らの投資 を呼び込むと共

に,こ れを雇用 と起業 の増加 に繋げることが

中心課題 とされてい る。

第二 に,コ ミュー ンに よる地域政 策 とその

財源 であ る。雇用 と市民 の所得水準 の増加 と

を基盤 に して,地 方所得税の増収を実現す る

と共 に,こ れ を裏づけ として充実 した福祉 と

教育 サー ビス が実施 されて いるこ とであ る。

この点では と りわけ,都 市問題の焦 点 として

のセ グリゲー シ ョン,即 ち難民 を中心 とした

移民集中地域 での,住 民 の自立 に向けた援助

とサー ビスの充実が重視 されている。

第三 に,分 権型 の財政/政 策の運営であ る。

産業政策や公営住 宅に関わる分野は基本 的に

コミュー ンが所有す る会社形態で事業が行 わ

れると共 に,コ ミュー ンが実施する福祉や教

育サー ビス もそ の大 部分 を,市 内21の 地 区

議 会 に決定 と実施 に関わ る権 限 を委 ねて い

る。

(3)ア プローチの方法

以下 イエテボ リの都市政策の検討 に当たっ

て,本稿 の基 本的 なア プローチの方法 は次 の

通 りである。

第一 に地域 社 会 と地域 経済 の捉 え方 で あ

り,地 域経 済のグローバ ル化が進 む中での変

化 を捉 える視 角で ある。本稿 では,規 模 の大

小 を問わず イエテボ リの多 くの企業が,ヨ ー

ロッパ或いは世界規模の経営戦略を指 向 して

いる現 状 を踏 まえて,イ エ テボ リとい う地域

と企業 との関係性 に焦点 を当てて,地 域経済

の特徴 を捉 え よう とす る。 同時に,そ うした

企業の集積 を背景 に,地 域構 造 と地域社会 の

変化が進む と共に,新 た な都市 問題 と政策課

題が生 じつつある もの として,現 状 を検証す

る。

第二 に,生 活 と生産 を含 む地域 の経済活 動

が展 開 され る舞台,も し くは"容 器 として の

都市"に 注 目す る視点である。 それ は立地す

る企 業 よ りもむ しろ都市その ものに焦点 を当

てるこ とを意 味す る。 同時 に,企 業の フ ッ ト

ルースな立 地戦略 を前提 した上で,企 業の集

積に伴 う利益 を都市 自体のグ レー ドア ップに

繋 ぐ戦略 を重視する。

第三 に,都 市経 営 の具体 的 な内容 を検討 す

る上 で,財 政 の働 きを重視 す る。 ここで は財

政は,地 域社会/政 治 と地域経済 との,両 者 を
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繋 ぐ役割 を持 つ もの として捉 え られる。同時

に,都 市経 営 の主体 と して の市 民の役 割 を,

サー ビスの享受 と租税負担 との両面か ら検討

す る。

第』齢
ロ ー ノ{ノレイヒ

スウェーデ ン経済の歴 史的 な特徴 として次

の点が指摘で きる。第一 に,ド イツやイギ リ

スな どヨー ロッパ諸国 との直接 的な経済関係

を通 じて,中 世 以降の近代 国家 ・産業の形成

が進 んだことであ る。近代 にはイギ リス資本

が生産 ・輸出の拠 点 として工場 を立地す ると

い った経過 を含 めて産業革命 が進め られて,

ヨーロ ッパ及びア メリカの市場 を直接視野に

置 いた企 業の 設立/拡 大が 進 ん だ。 第二 に,

労働組合 を政治的基盤 とす る社会民主労働党

(SAP)が 一定 の中断はあ るものの,1930年

代以来の長期 に渡って政権 を担 うと共に,大

企業 に よる投 資 の拡大 を通 じた雇用 の保 障

を,福 祉 国家 政 策の基 本 に置 い たこ とであ

るQ

スウェーデ ンシステムの転機 となったのは

1990年 代初めの経 済危機であ る。元来輸 出依

存 が高か ったスウェーデ ンの大企業が,EU

市場統合 を 目前 に して海外移転 を一気に拡大

する中で,大 企業の投 資が雇用 の増加 と直接

結び付 く条件 は失われた。 スウェーデ ン政府

が選んだのは,内 外か らの投 資を呼び込むこ

とを通 じて地域経済 の活性化を図 り,雇 用 を

確保 する ことだった。 ここで焦点が当たった

のは,地 域 レベ ル とりわけ大都市地域での優

れた投資環境であ る。他方でこうした変化 は,

適応が難 しい人々を大量 に生 じさせた といえ

る。それが端的に現 われ ているのは大都市地

域 に,移 民 ・難民 を中心 とした低所得者 の集

中地域が 出現す るとい う問題である。

こうした経過を念頭に置いた上で,以 下で

は大都市への経済活動の集中と移民の転入が

進む大都市の典型である,イ エテボリの現状

と都市政策を検討する。

(1)イ エテボ リの地域経済 と経済グローバル化

スウ ェーデ ン第 二の都市であるイエテボ リ

(人口49万)は,1600年 代初 めに西方 との貿

易拠 点を死守 しようとした国王が建設 した港

湾都 市 を出発 点 として,内 陸部の資源 を含 む

木材 ・鉄鋼 の輸 出基地 と して拡大 した。1700

年代 後半 には近海 で採 れ る大量 の錬 を原料

に,ス ペイ ンか ら塩 を輸入 して魚油 を生産 し

フランスな ど諸外 国に輸 出する という加工型

製造業が,イ ギ リスや ドイッな どの技術 と人

材 を担い手 として進 め られた。地域経済のグ

ローバル化 は資本主義の初期段 階か らイ ンプ

ッ トされていた。1900年 代 には造船業 と繊維

産業 を主 とす る製 造業都 市 とな っていっ た

が,1970年 代 には ドル危機 の煽 りを受けて造

表 一1イ エテボ リリージ ョンの外 資系企業

1996 1998 2000 2002 2004 2006

企業数 780 889 1,222 1,631 1,739 1,969

事業所数 985 1,191 1,563 2,201 2,204 2,427

雇用者数 24,084 32,756 54,079 63,106 66,859 76,038

BRG(BusinessRegionG6teborgAB)"Facts&Figures"2007

表―2イ エテボ リの人ロと平均所得額(1000sek)の 推移

年度 1995 2000 2005 2006

人口 449,189 467,029 484,993 489,797

平均所得 156 191 213  

GothenburgCommune"StatistiskArsbok"

(Sekは ス ウ ェ ー デ ンク ロー ネを意 味 し、ISekは 約20円)
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船業が文字通 り一夜 にして壊滅 して,主 要 な

金融機 関もその多 くが イエテボ リ支店を撤退

す る程 の打撃 を受 けた。 この後,自 動車 ・

IT・ 薬品 な どの企 業 を主体 に地域経済 の再

生 を果た した。

こうした変化 を通 じた特徴 は,地 域経済の

グ ローバ ル化 が大 き く進 ん だ こ とで あ る。

1992年 のEU市 場統合 を 目前 に控 えた1991

年の経済危機 と資本投 資の 自由化は,イ エテ

ボリに発 す るグ ローバ ル企 業の海外展 開 と,

他方で外資 によるイエテボ リの主要企業の買

収 に結果 した。反面で生 産 ・開発拠 点 として

の事業展 開は買収 され た企 業 も継 続 してお

り,表1に 見 られ る外 資系企業の増加の多 く

は,外 資の新たな進出 と共に外資による地元

企業の買収 の結果である。総 じて イエテボ リ

では,北 ヨー ロッパの拠 点 としての立地上の

優 位 に着 目した外 資 の立地 が増加 しつつ あ

る。

(2)人 口動態 と所得階層

イエテボ リでは産業構造の変化 と平行 して

人ロの増加傾 向が続 いている。 こうした傾 向

は,次のような人口動 態を伴 っている。

第一に,表2に 見 られるように人 口の増加

傾向であ る。1970年 代初 めに40万 を超 えた

イエ テボリの人口は,1974年 の経済危機iと造

船業 の壊滅 に直面する中で減少 に転 じ,1985

年に425千 人まで減少 した後,一 貫 して増加

してお り,2011年 には513千 人 と予想 されて

いる。 この点 は,ス ウェーデ ンで全 国的に進

みつつ ある,人 口 と経済活動の3大 都市 圏域

への集 中化現象 に対応 してい る。

第二 に,産 業部 門別 に見た就業者構i成の特

徴 であ る。表3は イエ テボ リと12の 周 辺 コ

ミュー ンを含むイエテボリ都市 圏の産業部 門

別就業者構 成 を示 してい る。工業都市 イエ テ

ボリで は,元 来製造業従事者が多 かったので

あるが,最 近では金融 ・事業所 サー ビス業が
一定の シェア を確保 している

。他方 で,公 共

行政 と共 に教育や社会サー ビスな どが合計で

30%に 達 してお り,福 祉 国家 としての特徴 を

示 している。

第三 に,市 民の所得水準 が上昇す る一方で

の,中 間所得層が 占める割合 の高 さであ る。

表2,表4に 見 られ るように,市 民の所得水

準が確実 に上昇 しつつあ る一方 で中間所得層

が大 きな割合 を示 している。 これ は産業構 造

の転 換が進む中で も,安 易に低賃金構造 を容

認 しない システムが確 立 されているこ とを示

す と共 に,政 府部門の雇用比率の大 きさが反

映 しているともいえる。

以 上の ような人ロ増加 と平行 して,イ エテ

表―3イ エテボ リリージョンの産業

部門別雇用者の比率%2005年

濃 ・漁業,林 業 0.5

製造業 17.6

電 気 ・ガ ス ・水 道 0.9

建設 5.5

卸小売,通 信 21.4

対人サー ビス,文 化 7.2

金融/対事業所サー ビス 15.5

公共行政 5.1

教育,研 究開発 10.7

保健/社会サ ービス 14.8

計 100

出 所:BRG"Facts&Figures"

表一4

人ロ分布

所得階層別

所得階層 %

0 8

～79
.9 14

～159 .9 21

～239 。9 24

～319 .9 18

～399 .9 8

～599 .9 6

600～ 2

Go七henburgColnmune

``StatisもiskArsbok"2005

1000sek
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ボ リコミュー ン及びその都市圏域 では,次 の

様 な変化が進 んでい る。

第一 に,表5に 示 された周辺 コミュー ンか

らの通 勤流 出入 の増大 か らも覗 われ るよ う

に,都 市 圏域の拡大が進みつつあることであ

る。 これに平行 して若年世帯の,周 辺の郊外

コミー ンへの転出が,一 定の範囲で進 んでい

る。2006年 の年齢別 の社 会増減 では,30歳

代 の市民層 が1900人 の減少,ま た0～9歳

代 の幼児 が1200人 の減少 とな っている。 こ

の点 では明 らかに郊外化 に伴 う都市人 口の空

洞化への傾向が見 られ る4)。

第=二に,イ エテボ リコ ミュー ン内での住居

移動 の増加 と共に,地 域 間での所得格差が拡

大 しつ つあ る こ とで あ る。2006年 度 で は,

34,400人 が コミュー ン内の他 地域 に住居 を転

じてお り,コ ミュー ン外への転出の3倍 以上

となっている。結果的にコ ミュー ン内の地区

別の状況では,海 岸沿いの平均所得の極めて

高い新興住宅地域での,人 口増加が比較的大

きい%

第三 に,移 民 と りわけ難民 の転入増加であ

る。表6に 見 られ るように難民の受け入れ に

寛大 なス ウェーデ ンの政策 を反映 して,中 東

その他か らの移民が増 大 している。 この表 と

は別 に2006年 度 の移 民の社会増3504人 を母

国別 に見 た内訳 では,北 欧 とEUは220人 で

他は旧ユー ゴや アジア諸国 となっている。 と

りわけ多 いのは難 民であ り,毎 年1000～2000

人の難民が転入 してい るω。

結果的 にイエテボ リでは,人 口の増加に伴

って次の様 な地域的な特徴 が形成 されつつあ

る。第一 に,旧 市中心部の歴 史的街 区 と労働

者住宅地域である。転 出入者の増加する中で,

年 間に20%以 上 の転 出入の見 られ る地域 も

ある。第二 に,中 心部か らやや離れた地域で,

表 一5イ エテボ リでの通勤流動(人)

年度 1995 2004

通勤流入 81,134 95,855

内:周 辺 コ ミュー ンか ら 69,045 78,383

通勤流出 28,741 39,732

内:周 辺 コ ミュー ンへ 18,680 26,132

StatiskArsbokG6teborg2006

表一6移 民の国別内訳(本 人又は両親の内のどちらかが外国

で出生 した者)

国名 2000年 2006年

北欧諸国 15,176 13,596

他 ヨーロ ッパ諸国

(内旧ユーゴ諸国)

30,806

(13,555)

34,551

(14,920)

アフリカ諸 国 7,289 8,656

北アメ リカ 1,771 2,134

南 アメ リカ 4,149 4,760

アジア諸 国

(内イ ラン+イ ラク)

28,137

(14,891)

36,200

(18,608)

他 518 378

計 87,846 100,275

StatiskArsbokGOteborg2006よ り作 成
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『グ ロ ーバ ル都 市:イ エ テ ボ リ コ ミ ュー ン の都 市 経 営 』(そ の1)

1970年 代初 に政府 の指導の下 で建設 された公

営住宅の多 い地域 である。現在は移民 と低所

得層 のスウェーデ ン人が集中す る現象が生 じ

ている。第三 は,海 岸部 を中心に郊外に広が

りつつある,先 端企業 を担 う高所得層の住宅

地域である。

全体 として,イ エ テボリの人口動態の特徴

は,1970年 代 にコ ミュー ンに合併 された海岸

部の地域で の人口の増加がかな り大 き く,こ

の地域が高所得層 を吸収 して郊外化の歯止め

となってい るこ とであ る。財政的な視点か ら

すればイエ テボ リは,移 民の集中による低所

得者問題 を抱 えなが らも,同 じコミュー ン内

に高所得者層 を維持 してい ること,ま た平均

所得前後の 中間所得層の構 成割合が高いこ と

によって,全 体 としての税収基盤の拡大 を実

現 してい る。 他方で30歳 代市民層 の郊 外転

出 と都市の空洞化の傾向は,一 定度見 られ る

もののそれ程 にも深刻 なものではない。

(3)イ エテボ リの財政構造

スウェーデ ンの 自治体 には企業会計方式が

導入 されてお り,自 治体が所有す る子会社 と

併せ て連結会計に よる決算報告が行 われてい

る。表7は,イ エテボ リコ ミュー ン財政の本

体 とコ ミュー ンが株式 を100%所 有す る子会

社(以 下,『 カ ンパ ニー』 とす る)と の,二

つの部 門での財務状 況の推 移 を示 している。

表7で 注 目されるのは,総 資産額 と自己資本

の増加 に見 られる ように,財 務状況 が年々堅

固さを増 しているこ とであ り,そ の前提 には

人口の伸 びと平均所得の増加 があることは明

らかで あ る。 これ に伴 い ラ ンス テ ィ ングス

(県)と コ ミュ ー ンと を合 計 した税 収 は,

2001年 の187億sekか ら2006年 の246億sek

へ と,30%以 上の増加 を示 している7)。

表8と 表9は,コ ミュー ンとカ ンパニー と

の各 々の2006年 度決算状 況 を示 した もので

ある。

表 一7イ エテボ リコミューンとカンパ ニーの資産状況 の推移

年度 1995 2000 2005 2006

純利益

msek

コ ミ ュ ー ン 42 404 2,592 452

カ ンパ ニ ー 764 740 948 610

総資産

msek

*連 結 40,630 44,978 62β64 63,400

コ ミ ュ ー ン 16,529
i((((

⊥》,δ3u
AA八 ■F

δδ,ulo
へn■ ρ「猶o乙

,」.【)o

自己資本

msek

*連 結 4,165 6,605 13,426 14,833

コ ミ ュ ー ン 204 1,208 4,848 5,301

総資産/自己

資本比率%

*連 結 10 15 21 23

コ ミ ュ ー ン 1 6 15 16

職員数

(人)

コ ミ ュ ー ン 46,095 31,966 32,438 33,197

カ ンパ ニ ー 8,905 8,168 8,511 9,540

GothenburgCommune"StatistiskArsbok"に よ り作 成

*印 は、 コ ミュ ー ンとカ ンパニ ー との連 結 決算 額 。

なお,1995年 ～2000年 の コミュー ン職員数の減少は,この間にイエ テボリが実施 していた医療

業務 を、 リー ジョン政府に移管 したことによる。
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財政と公共政策 第30巻 第1号(通 巻第43号)2008年5月

コミュー ンか らは各 カンパ ニーに対 してボ

ー ドメ ンバー の任 命 や ,ミ ッシ ョンの設定/

指示 な どを通 じたコ ン トロールが行われてい

る。 さらに コミュー ンか らは,内 部銀行 を通

じた再融 資の形 で15,264msekを カ ンパニ ー

に融 資 してお り,コ ミュー ンの金融市場 での

信用 力を活用 した融資 と説明されている。表

8の 貸借 対照 表の項 で,コ ミュー ンの負 債額

が大 きいのはこの ためである。表7を 始め と

したデー タか ら,ま ず指摘 する ことが出来 る

のは,コ ミュー ンとカンパニー との両者 を併

せた財政規模の大 きさである。2006年 度の経

常支出合計326億sek,投 資総額 は48億sekに

上っている。 さ らに合計職員数 は4万 人 を越

えている。

(1)イ エテボ リの産業政策 とカンパニー

イエテボ リは,ス ウェーデ ンで も独 自の企

業風土 を持 つ地域 として知 られている。その

特徴 の一 つ は地域 の歴 史 を通 じて形 成 され

た,世 界の市場 を視野 に置 く経営感覚 である。

それは近代 では,有 力産業 だった繊維業か ら

織機工業が成長 し,ま た ここで発 明されたボ
ールベ ア リ ング を生 産す るSKF(Svenska

Kullagerfabriken)が 短期間に世界企業 とし

て拡 大 したこ と,さ らにSKFの 子会社 とし

て設立 されたボルボ 自動車が戦後 に一気 に経

営を拡大す る経過 を辿 った ことにも示 されて

表 一8コ ミュ ー ン財 政

2006決 算msek

(経 常 勘 定)OperationalAccounts

*収 入

・ 税 耳又:17
,286

・平 等化 補 助 金 .2,015

・ 手 数料 他 .6,599

計'25,900

*支 出

・人 件 費/物 件 費 他23
,943

・ 他 .1,505

計25,448

*純 収益:452

(貸借対照表)

*総 資産.32,163

・ 固 定 資産:26
,600

・ 流 動 資 産:5
,563

*負 債'26,863

*資 本.5,300

*投 資額'1,245

表 一9カ ンパ ニー財 政

*経 常 収 入 畠15,731

*糸 屯禾口益:610

(貸 借 対 照 表)

*総 資 産:52,394

*負 債.40,541

*資 本'11,853

*投 資額3,845

2006(23社 連 結)msek(100万Sek)

GothenburgAnnualreport2006

GothenburgAnnualreport2006
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『グ ロー バ ル都 市:イ エ テ ボ リ コ ミュ ー ンの 都 市 経 営 』(そ の1)

いる。こ うした企業文化は,イ エテボ リが有

力企業の苗床 としての役 割を果 たす ことの基

盤 になった ようであ る。 もう一つの特徴 は,
"イエ テボ リス ピリ

ッ ト"と 称 され る,企 業

間お よび労使 問の協調 的な企 業文化であ る。

その特徴 は,成 功 した商人による寄付 の慣行

を通 じて病 院や大学 などが創設 ・運営 されて

きた歴 史的 な経過 と共に,国 立 イエテボ リ大

学の前 身で ある商業学校(HandelsSkolan)

が,第2次 大戦後 にも各企業 の寄付 で創設 さ

れた基金 に よって校 舎建 設や運営が行われて

きた経過 にも示 されている8)。

コミュー ンの産業政策は,こ うした地域性

に根 ざしつつ も経済 グローバ ル化 による新た

な状 況の中で展開 されている とい うことが出

来 る。その基本的 な特徴 は,港 を中心 とした

ロジステ ィ ックスの利 点 と大学/研 究機 関の

集中 を生か して,グ ローバ ルな経営戦略 を進

める企業の立地を促す と共に,企 業の集中を,

雇用 の確保 と起業 を通 じた経済の活性化 に繋

げるこ とにあ る。 こう した産業政策 は,コ ミ

ュー ンの カ ンパ ニ ー を通 じて実施 され てい

る。

(2)カ ンパ;一 の概要

イエテボ リの政策展 開の特徴 は,住 宅や交

通,エ ネルギー供 給,イ エ テボ リ港 な どが,

いず れ もカ ンパ ニ ーに よって運営 され てお

り,全 体 として も高い収益 を上げていること

で あ る 。 イ エ テ ボ リ の カ ン パ ニ ー は,

GKFAB9//を 持 ち株会社 とす るグループ と,

FAB'o)を 持 ち株 会社 とす る住 宅会社 グルー

プ,お よびその他のカ ンパ ニー に大別 され る。

これ らの 持 ち株 会 社 自体 は,コ ミュー ンが

100%所 有す る株 式会社で ある。各 カ ンパニ
ーの損益 は

,基 本 的に持 ち株 会社の段階で調

整されて,統 合 的な事業 運営 と採算上の調整

を行 う形 にな ってい る。 また,持 ち株会社 の

グルー プを越 えた資金援助 は,コ ミュー ンの

決定 に基づ いて行 われている。

カ ンパニーの設 立経過 は,イ エ テボ リの地

域経済 をめ ぐる変化 とも結 び付 いてい る。イ

エテ ボ リでは70年 代 初 めの造船業 の壊滅 以

降,地 域産業の再建 と雇用 の確保 に向 けた模

索が続 け られて きた。 これ に加 えて1990年

代初 めの財政 危機 は,コ ミュー ンの財政運営

ス タイル を効率 ・効果 を重視す る方向 に切 り

替える上で大 きく影響 した。これ らを背景に,

主要 なカ ンパ ニーが1980年 代 の後 半か ら順

次設立 された。カ ンパ ニーは主 に次の様に分

類す ることが 出来 る。

第一 に産業政策 やイ ンフラに関わる カンパ

ニー であ る。 これにはア ミュー ズメン トパ ー

クを経営す るカ ンパニーやバ ス ・市内電車 を

経営す るカンパ ニー,ま た外資 による事業所

設置や市民 による起業へ の援助 を中心 とす る

カンパニーな どが含 まれ る。 これ らの カンパ

ニーの特徴 として,不 採算 のカ ンパ ニーへ の

持 ち株会社 に よる資金援助 を通 じて,全 体 と

しての インフラの レベ ルア ップに貢 献 してい

ることが指摘 で きる。第二 に。持ち株会社 の

下で コ ミュー ンの住宅 を経営す るカ ンパニー

であ る。持 ち株会社への統合 を通 じてグルー

プ内での資金援助 を容易 にす ると共 に,信 用

表一102006年 度 カンパニー別の税 引き後利益額(msek)

イエテボリ港AB 148

FramtidenAB(住 宅 持 ち株会 社) 447

Gエ ナジーAB(エ ネルギー供給) 581

GoむEven七AB(イ ベ ン ト会社)
―87

BRGAB(産 業政策/起業支援) ―38

イエ テボ リ ・シア ターAB ―50

GothenburgAnnualreport2006
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力の高ま りを背景 に金融市場 か らの融資を受

けて,セ グ リゲーシ ョンが進む地域での再 開

発 に成功 した とされる。第三 に,コ ミュー ン

行政の各部 門の効率化 を,直 接 の目的 とした

ものであ り,購 入 ・調達や保 険契約の一本化

を進めるために設立 された カンパニーであ る。

また,コ ス トを明確 にす るために,コ ミュー

ンの各部 門が使用す る施設 をカンパニーの所

有資産 として,有 料 でコ ミュー ンの各行政部

門に貸 し出すな どの手法が取 られている。

2006年 度 決算 で大 き く純利益 を上 げたカ ン

パニー と,逆 に赤字 を計上 した カンパニーの

主 な もの は表10の 通 りで ある。 純利益 額が

大 きい カ ンパ ニーは,イ エテボ リ港ABの よ

うに歴 史的に形 成 された港湾 と共 に,国 レベ

ルで進め られている道路 インフラを背景 に し

たカンパ ニー。地区暖房 などの生活 に結 び付

いたサー ビスの供給 を背景 に事業 を拡大 しつ

つあ るカ ンパ ニー,お よび住宅持 ち株会社 の

カンパ ニーで ある。

この内イエテボ リ港ABは1985年 に,そ れ

まで運営 に当たっていたコ ミュー ンの委員会

に代わる経営 主体 として設立 された。 これに

は,コ ンテナ船 に よる海上輸送 と内陸輸 送 と

の結節点 としての港湾機能 とい う,当 時の港

湾 に求め られた役割 の変化 を背景に,大 規模

な投資 を通 じて北欧のハ ブ港 と しての位 置を

確保する とい う,経 営戦略があったようであ

るIDo

これに対 して,イ ベ ン トの 開催 を通 じてイ

エテボ リの ブラン ドイメージを高めることを

事業 目的 とす るカンパニーや,オ ペラ劇場を

経営す るカ ンパニー,ま た起業の振興 などを

主 とす るカ ンパ ニーが赤字 を計 上 している。

これ らのカ ンパニーの事業 は,あ る種のイ ン

フラ とも言 えるものであ り,コ ミュー ンの決

定 を経 てGKFABか ら資金 援助 を受 けてい

る。

以下 に主要なカ ンパ ニーであ るGエ ナジー

ABの 経営戦略 を検討す る。

(3)G6teborgEnergiAB(以 下 『Gエ ナ ジ

ーAB』 と す る)

Gエ ナジーABは,域 内の エネルギー供給

を担 うエ ネルギー カンパ ニー として,環 境都

市 としての ブラン ドイメージの普及 とインフ

ラ整備 を進め る上で,中 心 的な役割を果た し

ている。その事 業内容 の特徴 は,コ ミュー ン

か ら引 き継いだ地区暖房 システムの経営に よ

る収益力 をベースに,ク リー ンなエネルギー

の供給 と開発 に向けた コミュー ン域 内での投

資 を進めてい るこ とである。Gエ ナ ジーAB

は,GKFABを 持ち株 会社 とするカ ンパニー

であ るが,自 身で!7の 子会社(内100%の 株

式 を所有す る子会社 は8社)を 傘下に持 って

い る。 グルー一一一プに よる2006年 度 の総販 売額

は3,567msekに 上 り,事 業部 門別の内訳 は表

11の 通 りである。地 区暖房の提供 を中心 に電

気 ・ガスの供給や冷房 な どに事業 を拡大 して

お り,中 心事業である地 区暖房 システムの顧

表 一11Gエ ナ ジーAB事 業部門

別売上高msek

電気 113

配電 820

地区暖房 2,084

ガス 240

デ ー タ 115

他 196

計 3,567

AnnualReport2006
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『グ ロ ーバ ル都 市:イ エ テ ボ リ コ ミュ ー ンの 都 市 経営 』(そ の1)

客 別 の 市場 シ ェ ア で は,イ エ テ ボ リの 集 合住

宅 の90%,産 業 の70%,戸 建 住 宅 の25%と

な って い る(AnnualReport2006)。

Gエ ナ ジーABの 設立 は,コ ミュー ンの公

益事業が拡大 されて きた経過 を直接の背景 と

している。1800年 代半ばに発足 した街燈 のガ

ス事業 と市 内電車 を中心 と した電気事業 は,

1965年 にコミュー ンの事業部 門として一本化

された。更 に1980年 か ら石油精 製施設の廃

熱 を地区暖房 に活用す る事業 が始め られるに

伴 い,そ れ まで地域 ごとに設置 されていた地

区暖房 システムを繋 いで,連 結 した配管系統

と中央お よび地 区別のパ ワープ ラン トを持つ

一体化 した システム として整備 された。また

これ に伴 い1988年 か らは,天 然 ガスへ の切

り替 えが進め られた'2)。

Gエ ナジーABが 設立 され た1990年 には,

各地 区の システムをジ ョイン トす る設備投資

は一段落 していたが,設 立後 には,従 来は中

心部 に限 られていた地 区暖房 システムの範 囲

をコミュー ン全域 に広 げる為の投資が進 め ら

れた。 また熱の生産 にゴ ミ廃 熱やバ イオの活

用,ま たCHP(combinedheatandpower

plan七=熱 ・電気共 同生産 プ ラン ト)の 計画

が進 められ ると共に,電 気グ リッ ドや ガス供

給へ の設備投資 も積極 的に進 め られ た。 これ

には市民への効 率的なエネルギー供給 とい う

目的 と共 に,将 来的な市場拡大への先行投 資

とい う判断があった とされる。現在の財務状

況はグループ連結会計の経営指標(表12)に

見 られる通 り極 めて健全であ り,2006年 度に

は持 ち株会社 のGKFABに 配当金135msekと

寄付 金27msekを 支払 っている。Gエ ナジー

ABに よれ ば,地 区暖房 の料金 は全 国平均 と

比べ て5～10%の 低 さ とな ってお り,コ ミ

ュー ンが行 った設備投 資 に よる シス テムを,

帳簿価格で譲 り受けた結果 として負 債の小 さ

いこ とが,隣 接 する石 油精製施設か らの排熱

利用 と併せて,低 料金 を可能 に してい ると言

える ようである。

環境対策の面では,2006年 度 にCHPプ ラ ン

トの稼動 を開始 してお り,こ れによって イエ

テボ リの電気需要量の30%と 地区暖房の熱量

の35%を 供給す る と共 に,二 酸化炭素の排 出

量の削減 に大 きく貢献 した とす る。 こうした

環境対策の充実は,企 業 としての経営戦略 に

も合 致する ようであ る。Gエ ナジーABに よ

れば,地 区暖房システムでは事実上の地域独

占が成 り立 っているが,ガ スや電気の供給 で

はイエテボリ内部で も多 くの競争会社がある

表 一12Gエ ナジーABの 財務状況(msek)

年度
12002
2003

12004
2005 }2006

経常収入 3,126 3,343 3,421 3,557 3,830

経常支出
―2
,294

一2
,504

一2
,247

―2
,385

一2
,652

金融費用 ―82 ―78 一92 一71 一88

税引 き後利益 261 237 389 425 427

総資産 6,536 6,781 7,507 8,794 9,910

内 固定資産 5,466 5,759 6,436 7,538 8,421

自己資本 2,421 2,586 2,759 3.0131 3,308

資本/資 産比率% 37.0 38.1 36.8 34.3 33.4

販売額 2,921 3,147 3,232 3,324 3,567

投資額 952 689 1,174 1,628 1,345

総資本経常利益率% 7.7 6.9 9.5 8.6 7.8

Gエ ナ ジ ーAnnualReport2006
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ため,イ エテボ リ内部で も市民(顧 客)に 選

ばれ る会社 とな るためには,環 境対策での優

位が活か される。

Gエ ナジーABの 経営 とコ ミュー ンの政策

との関係 について,次 の点 を指摘す ることが

出来 る。

第一 に,コ ミュー ンに よるGエ ナ ジーAB

の経営の コン トロール とい う点である。現在

のボー ドメ ンバー は,コ ミュー ン議会の議席

配分 に応 じて選 ばれ た9名(他 に補欠3名)

で,チ ー フエ グゼ クテ ィブはコ ミュー ン執行

委 員会 の委 員長 が兼 ねて い る。Gエ ナ ジー

ABに は7%の 総資本利益率の確保 とCO2の

50%削 減 とい う課題 がコ ミュー ンか ら課 され

ているが,経 営上の直接 の判 断は経営陣 に委

ね られてい る。経営幹 部に由ればカンパニー

の設立 は,設 備投資の決定を早 いテ ンポで進

めるため に不可欠だか らで,政 治的な決定 プ

ロセスで3ヶ 月 も掛かっていた判断 をカ ンパ

ニーのボー ドで即決で きるこ とにな り,ま た

合 わせ て労働条件 も全体の組織 とは切 り離 し

て決 め られ るようになった。 コ ミュー ンとの

関係 に関連 して興 味深 いのは,CHPプ ラン ト

の事業決定 に当た っての政治 的判断の重要性

であ る。Gエ ナジーABの アニュアルレポー

トで は,環境 指 向の プロジ ェク トに対す る税

制上 の優 遇措置の実施 を見通 した,政 治 リー

ダーの判 断の正 しさが強調 され てお り,中央

政界 とのコネクシ ョンが環境 に関わる事業の

経営 に優位 を齎す こ とを示唆 している。

第二 に,環 境政策 と企業経営 との関係であ

る。当面の シンボル的なプロジェク トとして,

ボル ボの トラ ック工場 にCO2を 出さない電

気 ・熱 を供給す る事業が大 きく宣伝 されてお

り,こ の事業 はボ ルボ とGエ ナジー との双方

に とって宣伝 効果が大 きい とされている。た

だ,Gエ ナ ジーABの 主要 な課題 は環境 を守

るこ とであ り,ボ ルボ との提携 による新事業

は重要で はあ って も主要事業 の一つに過 ぎな

い。 この事業の メリッ トは,大 企業であ るボ

ルボ との事業が 旨 くいけば他 の企業 も提携 を

求 めて くる可能性があるため,全 体 としてイ

エテボ リの環境 改善 につ ながる ことにある。

またコ ミュー ンの指示 に よる事業の具体例 で

は,集 合住宅が中心だった地区暖房システム

を戸建住宅に延長する事業が着手されており,

この事業は利幅が少なくて経営上の優先課題

ではないが,環 境対策には貢献するとされる。

第三 に,企 業 と しての経営状況 と共 に,今

後 の経営/投 資戦略 であ る。基 本的 な経営 目

標 は環境 にフレン ドリーなエネルギーの供給

を進め ることであ り,利 益 を出す ことは環境

の改善 に向けた新規投資 の実現のために必要

である とされ る。 コミュー ンか ら課 された環

境 上の課 題 を達成 す るた めには,今 後更 に

CHPの プラ ン トも2機 が 必要であ り,併 せ

て木材産業のペ レッ ト(木 屑)に よるバイオ

ガスや風力発電 な どが進め られてい る。ボル

ボ との事業 によって得 た利益 は これ らの事業

への新規投資 にまわす こ とが出来 るとす る。

第四 に地域経済への影響である。Gエ ナジ
ーABの 新規投 資は70%が イエテボリとその

周辺で行われてお り,ま た例えばプロジェク

トの計画段 階はGエ ナジーのス タッフが行 う

が,小 企業か らも様 々なアイデアの提案があ

る し,建 設事 業だ けで も1500人 の雇用の場

を生 んでい る。今後5年 間で6,000msekの

投資 を計画 してお り,こ れはイエテボリの雇

用 にも影響す る。

カンパニー とコ ミュー ンの政策 との関係で

興味深いの は,カ ンパニーの株式 を上場せ よ

とす る穏健党 の主張であ る。この主張によれ

ば,コ ミュー ンが カ ンパニーの経営 を左右す

るには過半数株 の保有 で十分 であ り,少数株

の売却で得 た資金 をコ ミュー ンが現在抱 える

債務の返済に充て るべ きとする。 これに関連

して,`株 式 を上場 す ることで,事 業の拡大

に向け た融資 が受 けやす くなるの ではない

か'と い う筆者 の質 問 に対 して,経 営幹部 は

『現在Gエ ナ ジー は融 資 に困難 を抱 えてい な

い』 とする。株式 を上場 した場合 には,過 半

数 をコ ミュー ンが持 っていて も,例 えば戸建

住宅への地 区暖房の延長の ような優 先度 の低

い事業は実施 しに くくな る。 この指摘 は,事

業の拡大その もので はな くて,地 域への利益

の還元 を直接の 目的 としたカ ンパニーの特徴

を示す もの といえるで あろう。
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『グ ロ ーバ ル都 市:イ エ テ ボ リ コ ミ ュ ー ンの 都 市 経 営 』(そ の1)

(4)BRGとBrewHouse

イエテボ リの経済政策 の基本 的な特徴 は,

グローバ ルな経営 戦略 を進 め る企 業の 立地

を,雇 用の確保 と起業 を通 じた経済の活性化

に繋げることにある。 こ うしたイエテボリの

産業政策の,直 接の担 い手 がGKFABグ ルー

プに属す る カ ンパ ニー のBRG(Business

RegionG6teborgAB)で あ る。造船業が壊滅

状態 とな った1974年 危機後 の1977年 に設立

されたBRGは,イ エテボ リと周辺12コ ミュ
ーンの地域産業 を援助す る役割 を持つ とされ

て,次 の様 な活動 を行 って いる13}。第一 に,

多様 な業種構成 を持った地域 産業 を誘致 ・育

成す るこ とである。 これには,一 定業種 の衰

退 による地域産業全体へ の打撃 を最小 にす る

とい う意 図が籠 められている。 このため,外

資 によるイエ テボリでの事務所 開設へ の売 り

込みや援助 と共 に,小 規模企業 の起業や経営

および雇用 な どを含めた援助 のプログラムが

数多 く実施 されている。2006年 度には,労 働

者1-4名 までの小企業 を対称 に した 『成長 ミ

クロ』な どのプ ログラムに合計約1000社 が

参加 した とされる。第二 に,イ エテボリに立

地す る企業や研 究機関 などを横 につ な ぐ役割

である。強調 されてい るのは産業別の クラス

ター形成 であ り,自 動車/バ イオメデ ィカル/

ロジステ ィクスな どの産業分 野別に相互の情

報交換 な どを 目的 と した組 織が,BRGを 介

して立 ち上げ られている。更 に,大 学が起業

を援助す るために独 自に設 けた基金への紹介

な ど,研 究機関 と企業お よびコミュー ンとを

媒介す る役割 を果た してい る。第三 に,コ ミ

ュー ンの活動 と企 業 とをつ な ぐ役割 である。

周辺 の各 コ ミュー ンに事務所が置かれると共

に,例 えばイエテボ リコ ミューンに よる姉妹

都市上海への訪問には環境面での技術力 を持

つ小企業 を伴 うな ど,イ エ テボリのブラン ド

イメージの 向上 をビジネスチ ャンスに結 び付

ける役割 を果 た している。財政面か ら見た場

合,BRGの 事業 は約80名 のス タッフによっ

て行われてお り,2006年 度決算で は30msek

の赤字を計上 しているが,こ れは持 ち株会社

のGKFABを 通 じた財政支援 を受 けてお り,

事実上Gエ ナジーABな どの利益か ら補填 さ

れる形 となっている。

こうした活動の中で,新 分 野での クラス タ

ー形成の事例 として紹介 され るのが ,カ ルチ

ャ ・-/メ デ ィア 分 野 の"ブ リ ュ ー ハ ウ ス

(BrewHouse)"で あ る14>。これは旧清 涼飲

料工場 を改装 した敷 地に,800人 収容 の コン

サー トホール と,文 化関係 の起業 に関わ るセ

ミナーの開催や インキュベー ター組織,約70

社の音 楽/メ デ ィア関係 企業,お よび大学 の

メデ ィア関係 の教室が集中 した一種 の複合体

であ る。その設立経過 と運営 は,イ エテボ リ

の企業文化 の一側面 を示 している。 ブリュー

ハ ウスは,BRGに よる文化/メ デ ィア関係 プ

ロジェク トの一環 として,関 係企業 の一種の

ミー テ ィング ・プ レース と して企画 された。

そして地元発 の大企業が設立 した財 団か らの

資金援助 に よるコ ンサ ー トホールの改築 を通

じて2004年 に発足 した。 ここに立地す る企

業の多 くは一人企業 であ り,各 々が ヨーロ ッ

パ規模で顧客 を開拓 していて,企 業 間の業務

上の 関係 は必ず しも密接 なわ けではない。た

だここに事務所 を持つ こ との メリッ トは ミー

ティ ングポ イン トとして情報交換が出来 るこ

とにあるという。

(5)産 業政策 とカンパニー

コ ミュー ンの産業政策 において克服すべ き

課題 とされているのは,イ エ テボリが輩 出 し

た大企業が必ず しも地域 に根 を持たないこ と

である。 この点で示唆的 なの は,1970年 代 に

造船 業が壊 滅 した結果,『 ボルボな どの企業

名は知 られていて も,イ エ テボリとい う都市

の名前 自体 は殆 ど知 られていないことを痛感

した』 とい う,政 治 指導者 の述懐 であ る'5)。

その後 に重 視 された のは,世 界 アス レテ ィ ッ

ク大会 などの国際的なイベ ン トの開催 を通 じ

てイエテボリのブ ラン ド名 を広げる ことと共

に,ロ ジスティクスや研 究開発の上での優位

などの,産 業活動の拠点 としてのイエテボ リ

自身の吸引力 を高め る政策である。内外 の企

業進 出を誘導す る と共に,企 業の集積が生み

出す 需要 を活用 して先端技術 の活用 や移民 に

よる起業 を支援 し,多 様な業種 で構 成す る産

業構 造を形成す ることが重視 された。 ここで
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目指 されてい るのは 第2/第3のSKFや ボル

ボを生 み出す ことである。

イエ テボ リの産 業政 策 を総括 する上 では,

次の点が重要 と思 われる。

第一に,イ エテ ボ リでの産業集積の特徴で

あ る。主要 な点 は,イ エテボ リに立地す る企

業の多 くが,域 内での取 引関係 よ りもむ しろ,

ヨー ロッパ および世界規模 での経済活動 を目

指 しているこ とであ る。 この点 からはイエテ

ボリと立地す る企業 との関係,も しくは企業

集積構造 の特徴 を捉 える上では,地 域 内での

企業間の取引関係 に注 目す るだけでな く,各

企業の立地戦略 にお けるイエテボ リの位置付

けを重視す る必要があ る。イエテボリでの企

業集積 の特徴 は,企 業 問の取 引関係 を基礎 と

す る"ク ラスター型"の 側面 と主 に,主 とし

て北 ヨーロ ッパ レベ ルで経営 を展開する企業

の拠 点,も しくはそ う した企業 が集積 した
"結 節点"と して も特徴付けるこ とが出来る

。

第二 に,カ ンパ ニーの役割 である。 コ ミュ
ーン所有企業 としての カンパ ニーが持つ特徴

の一つは,企 業 と しての経営戦略 と,経 済活

動の場 としてのイエ テボ リの優位 を高めよう

とす るコミュー ンの産業戦略 との結合にあ る

とい える。1980年 代以降にll頂次設立 されたカ

ンパニーの企業経営上の優位 は,基 本的にコ

ミュー ンの資産 を引 き継 ぐと共 に,企 業の集

中と人口増加 に伴 う需要の拡大 を,経 営の安

定/拡 大 に結 び付 け る ことに成功 している点

にあ る。地域経済 の循環の視 点か ら見たカン

パニーの役割 は,イ エテ ボリへ の企業の集中

が生み出す需要や集積利益 を,カ ンパニー を

通 じて地域 内に再投資す ることに よって,環

境都 市 としての優位 を目指すイエテボリの経

済的 ・社会 的な安定 と優位 を高めることに活

用 していることである。

以上 の点 か らみ た場合,イ エ テボ リの産業

政 策は,地 域経 済の グ ローバ ル化 が進む中で

の,一 つの典型例 として捉 える ことが出来る

であ ろう。

(注)
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を 論 じた 文 献 で は 、 穴 見 明 「ス ウ ェ ー デ ン に

お け る リー ジ ョナ リ ズ ム の 展 開 」 『季 刊 行 政 研

究 』109号 、2005年 。 ま た 、 ス ウ ェ ー デ ン の

文 献 で は 、JanOlsson,JoachinAstrom,

"S
weden"inTheNor(ガcRegionsαn(i

EuroρeαnUnion,ASHGATE2004,Lennart

NilssonedSvensksamhdllsorgαnisαtioni

fOrdndringSOM-lnsti七utet2004.

3)最 初 の二 つ の 点 につ い て は 、拙 稿 「ス ウ ェー デ ン

福 祉 国家 の 転 換 と リ ー ジョン実験 」『三 位 一 体 改 革

の ネ ク ス トス テ ー ジ』 日本 地 方 財 政 学会 編2007年 、

及 び"ConversiontowardanOpenSystemwith

PluralCores"inNilsson,L,Me(iborgαrnα,

regtOnenechflernivd〔lemolerαtinSOMInstitute

Go七henburgUniversity2008で 、 筆 者 な りの 見

解 を 明 らか に し て い る 。

4)StatiskbokArsbokG6teborg2006に よ る 。

5)同 上 に よ る 。

6)同 上 に よ る 。

7)イ エ テ ボ リ は 特 別 市 と し て1998年 ま で は 県 と

しての役割 を併せ持 っていた。 このため税率

は、1995年 が31.30%、 また県 とコ ミュー ン

が分離 され た1998年 以 降の2001年 と2006年

で は各 々県が10.25%と10.45%、 コ ミュー ンは

共に21.55%で あ る。

8)01sson,K,"G6teborgsHistoria3,,Nerenius&

SanterusF6rlagl996pp273,274

9)G6teborgsKommunalaFδrvaltningsAB

(直訳 では"イ エテボ リコミュー ン行政株式会

社"の 意〉なお、ABは ス ウェーデ ン語で株式

会社の略語である。

10)F6rvaltningsABFramtiden

l1)Olsson,K,oP.cit.,PP174,175

12)以 下 こ の 項 は 、Gエ ナ ジ ・一一ABの 資 料 お よ び 、

筆者が2008年3月 に行 ったThoreSahlin(G

エ ナ ジーAB副 社 長)へ のイ ンタビューに基

づいている。

13)以 下BRGに つ い て は 、 筆 者 が2007年2月 に

行 っ たHenrikEinarsson(BRG)お よ び2008
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年3月 に行 ったIngridThornell(ブ リューハ

ウス立地企業 の代表)へ の インタビュー他資

料 に基づいている。

15)筆 者 が2008年3月 に行ったGδranJohansson

(イエ テボリコ ミュー ン議会執行委員委員会委

員長)へ のイ ンタビューによる。
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